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■発表論文集・機関誌リスト（1995～2012）
発表先

合計

日本道路会議論文集
土木学会　年次学術講演会講演概要集
土木学会　舗装工学論文集
土木学会　論文集
北陸道路舗装会議技術報文集
舗装（機関誌）
道路建設（機関誌）
アスファルト（機関誌）
アスファルト合材（機関誌）
あすふぁるとにゅうざい（機関誌）
その他の機関誌など

日本道路協会
土木学会
　同上
　同上
北陸道路舗装会議実行委員会
（株）建設図書
日本道路建設業協会
日本アスファルト協会
日本アスファルト合材協会
日本アスファルト乳剤協会

ＥＸＴＥＣ，コンクリートテクノ，

コンクリート工学年次論文報告集，建設の機械化，

建設機械，地盤工学研究発表会，土木施工，道路，

農業土木学会大会講演会要旨集，

セメント・コンクリート，セメント・コンクリート論文集，

国土技術政策総合研究所報告，大ダム，

ダム技術講演討論会テキスト，土と基礎，土木技術，

土木技術資料

138
144
24
15
12
71
37
20
7
5
55
528

発行機関 件数 その他の文献名

■参加研究会と活動概要

つくば舗装技術交流会

研究会名称 活動概要
舗装に関する試験･研究の合理的かつ効果的な立案・遂行と舗装に関する新
技術・新工法の発展に資することを目的とする。

路面温度上昇抑制舗装研究会 保水性舗装技術研究会と遮熱性舗装技術研究会が統合して発足した研究会で、ヒ
ートアイランド現象の一要因とされる路面温度の上昇を抑制する技術の普及活動。

凍結抑制舗装技術研究会 冬期における道路交通の安全性確保を目的とした凍結抑制舗装の技術の向
上と普及及び性能評価方法の確立などの活動。

地球温暖化対策技術（民生用）研究会 温暖化対策技術の開発･普及に取り組んでいる民間と環境省との政策対話、
また、民間同士の連合による新たな技術の普及化活動。

ブロック･自然石舗装構造研究会 製品会社、道路建設会社、大学等で構成され、車両通行用途に対応可能な湿
式工法によるブロック系舗装の設計施工要領（案）の作成を目的に活動。

技 術 研 究 所

環境技術をメインテーマに、時代のニーズに対応した
開発・研究を推進しています。

社会や時代が必要としている技術テーマを設定
　アスファルトやコンクリートなど、舗装に用いる材料や施工方法・施工管理手法に関連した
開発研究をはじめ、自然と生活環境の改善など、社会と時代のニーズの変化にも対応した
活動を展開しています。
　近年、温暖化やヒートアイランド現象など、私たちの生活において環境問題が大きな問題
となる中で、研究所においても環境に配慮した開発に重点を置いています。具体的には、中
温化アスファルト混合物によるCO2発生量の削減をはじめ、保水性舗装や遮熱性舗装など
によるヒートアイランド対策としての環境対策技術、寒冷地における路面凍結の防止、天然
土を利用した土系舗装など、安全性、自然および地域性に密接した研究を続けています。

情報発信・研究会活動
　技術研究所では、研究開発業務のなかで得られた知見を日本道路会議や土木学会全国大会、公的機関誌
などに積極的に発表し、環境の保全、安全安心な国民生活の確保、利便性の向上に貢献しています。

　また、日本道路建設業協会が２年
に1回募集する懸賞論文にも積極的
に応募し、直近の10年間で、3等以
上が8件（大手舗装会社8社中1位）
の入賞実績を誇っています。
　さらに、舗装に関する各種技術
研究会に参画し、自社技術レベル
の向上や技術の標準化、普及活動
にも取り組んでいます。

大成ロテック技術研究所（埼玉県鴻巣市）は、昭和39年の開設以来、道路舗
装の材料、工法の開発研究、基礎技術、応用技術の研究を行っています。
また、常にその時代の社会ニーズに目を向け、研究テーマを決めています。
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